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Ⅰ．序論 

１．日本政府は，「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（以下

「人種差別撤廃条約」という。）第９条の規定に基づき，第１０回・第１１回

人種差別撤廃条約政府報告を提出する。この報告書は，日本政府が２０１３年

１月に提出した第７回・第８回・第９回政府報告（ＣＥＲＤ/Ｃ/ＪＰＮ/７－９）

を更新したものであり，加えて基本的に第７回・第８回・第９回政府報告提出

以降２０１６年１２月までに我が国が人種差別の撤廃のためにとった措置等に

ついて記載している。 

  

２．最終見解パラグラフ２９及び３４に関し，今回の報告作成にあたっては，

外務省のホームページを通じて広く一般から意見を聴取するとともに，一般市

民・ＮＧＯの意見を聴くための意見交換会を開催した。政府は，人権尊重の促

進に向けた民間レベルでの活動の重要性を認識し，今後とも引き続き市民社会

との対話を重視し，継続していく考えである。なお，今次報告についても，こ

れまでの報告と同様，ＮＧＯ等市民社会が利用することが可能であるように周

知・配布していく。 

 

３．我が国は，人種差別と戦うためあらゆる方策を講じている。国内最高法規

である憲法に「すべて国民は，法の下に平等であって，人種，信条，性別，社

会的身分又は門地により，政治的，経済的又は社会的関係において，差別され

ない」と規定し，直接的又は間接的といった形態如何を問わず，いかなる差別

もない法の下の平等を保障している。我が国は，かかる憲法の理念に基づき，

人種，民族等も含めいかなる差別もない社会を実現すべく努力してきており，

我が国は，今後もいかなる差別もなく，一人一人が個人として尊重され，その

人格を発展させることのできる社会をめざし，たゆまぬ努力を行っていきたい

と考える。 

 

Ⅱ．総論 

１．我が国に関する基本的情報 

４．最終見解パラグラフ６に関し，以下のとおり報告する。 

 

５．国土や人口等我が国に関する基本的情報については，国際人権諸条約に基

づく政府報告「コア文書」（ＨＲＩ／ＣＯＲＥ／ＪＰＮ／２０１２）参照。また，

社会的指標に関する情報に関しては，Ⅲ．第５条７．参照。 

 

６．なお，我が国に入国・在留する外国人に関する最新の統計については，下
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記のＵＲＬにて公開している（日本語）。 

出入国管理統計 

http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_nyukan.html 

在留外国人統計 

http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touroku.html 

 

２．人権を擁護している一般的法的枠組 

７．第１回・第２回政府報告パラグラフ３から５参照。 

 

８．法務省の人権擁護機関の仕組みについては，Ⅲ．第６条２．（１）参照。 

 

３．女性の状況に関する情報 

（１）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

９．人権擁護と男女平等の実現に向けて，配偶者及びパートナーからの暴力を

防止し，被害者の保護等を図るため，「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律」（以下，「配偶者暴力防止法」という。）が２００１年４月に

公布された。同法は，２００４年６月に第１次改正が，２００７年７月に第２

次改正が行われ，さらに２０１３年７月には生活の本拠を共にする交際相手か

らの暴力及びその被害者に対する準用を内容とした改正法が成立し，２０１４

年１月に施行された。 

 

１０．同法は，配偶者からの暴力に係る通報，相談，保護，自立支援等の体制

を整備し，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを目的として

いる。 

 

１１．第３次改正の主な内容は，生活の本拠を共にする交際（婚姻関係におけ

る共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相

手からの暴力及びその被害者についても，配偶者からの暴力及び被害者に準じ

てこの法律の適用対象とすることである。 

 

（２）政府の取組 

１２．政府においては，２０１３年の第３次改正を踏まえ，既存の基本方針を

見直し，「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基

本的な方針」を２０１３年１２月２６日に策定した。 

 

１３．男女間における暴力の実態を把握するため，２０１４年度に，全国２０
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歳以上の男女５，０００人を対象とした「男女間における暴力に関する調査」

を実施し，２０１５年３月に調査結果を公表した。 

 

１４．また，内閣府に置かれている男女共同参画会議の女性に対する暴力に関

する専門調査会において，配偶者暴力防止法の円滑な施行に向けた検討を行い，

当検討結果は，２０１５年１２月２５日に政府において策定された「第４次男

女共同参画基本計画」に盛り込まれている。現在は，当計画に基づき，配偶者・

パートナーからの暴力を含む女性に対する暴力に関し，幅広い取組を推進して

いる。 

 

１５．警察においては，ストーカー，配偶者暴力事案等であって，人身の安全

を早急に確保する必要の認められる事案については，被害者等の安全の確保を

最優先に，加害者の検挙，被害者等の保護措置等，迅速・的確な対応を推進し

ている。 

 

１６．我が国では，刑法において，傷害罪（同法２０４条），暴行罪（同法２０

８条），殺人罪（同法１９９条），傷害致死罪（同法２０５条），強姦罪（同法１

７７条），強制わいせつ罪（同法１７６条）等の規定をしているほか，暴力行為

等処罰に関する法律をはじめとする特別法においても，常習傷害罪（同法１条

の３）等を規定している。女性に対する暴力がこれらの刑罰法規に該当する場

合には，被害者の人種，民族等の差別なく，事案に応じ，適切な捜査処理及び

科刑の実現が図られていると認識している。 

 

４．アイヌの人々 

１７．最終見解パラグラフ２０及び２４に関し，以下のとおり報告する。 

 

（１）北海道アイヌ生活実態調査 

１８．アイヌの人々の生活の実態に関しては，これまで北海道庁により，１９

７２年，１９７９年，１９８６年，１９９３年，１９９９年，２００６年，２

０１３年の７度にわたり，北海道アイヌ（１９９９年までウタリ）生活実態調

査が実施された。２０１３年に実施された「北海道アイヌ生活実態調査」によ

れば，アイヌの人々の生活水準は以下のとおり着実に向上しつつあるが，アイ

ヌの人々が居住する地域における他の人々との格差は，なお是正されたとはい

えない状況にある。 

 

１９．アイヌの人々の進学状況については，高校への進学率は９２．６％，大
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学（短大）への進学率は２５．８％となっており，進学率の推移を見ると，高

校への進学率は，１９７２年の調査開始以降着実に向上してきていたが，前回

調査から減少に転じ，差が広がる結果となっている。大学への進学率について

は，過去３回の調査において着実に向上してきている。 

 

２０．産業別就業者比率についてみると，第三次産業が最も多く４０.４％，次

いで第一次産業３６.０％，第二次産業１９.０％となっており，業種別にみる

と，漁業が２６.３％で最も高く，次いで建設業１１.２％，農業・林業９.７％

の順となっている。 

 

２１．アイヌの人々の生活保護の適用状況についてみると，保護率（対人口千

人比，保護を受けている人の割合）は４４.８‰（パーミル）と，２００６年の

調査より６．５ポイント増加している。１９７２年調査では，アイヌの人々の

住む市町村の保護率の６．６倍であったが，１９７９年の調査では，３．５倍，

１９８６年の調査は２．８倍，１９９３年の調査は２．４倍，１９９９年の調

査は２．０倍，２００６年の調査は１．６倍，さらに今回は１．４倍と徐々に

その格差が縮小している。この点については，地区道路や生活館等の生活環境

改善のための施設整備事業，生産基盤の整備等の農林漁業対策，アイヌ民芸品

の販路拡大を図るための中小企業振興対策，雇用促進及び技術習得等の対策を

北海道アイヌ生活向上関連施策として実施しており，これら施策の総合的な効

果が生活保護適用状況についての格差の縮小につながっていると思われる。 

 

２２．同調査によれば，差別に関し，「物心ついてから今までの差別の状況」に

ついて，学校や就職，結婚等において差別を受けたことがある，又は，他の人

が受けたのを知っていると答えた人が３３．０％いる。 

 

（２）北海道アイヌ生活向上関連施策等 

２３．北海道庁は，１９７４年から２００１年まで，４次にわたり「北海道ウ

タリ福祉対策」，２００２年から２０１５年まで，２次にわたり「アイヌの人た

ちの生活向上に関する推進方策」を策定し，上記の生活実態調査の結果等を踏

まえつつ，教育，文化の振興，生活環境の整備，産業の振興等の施策を総合的

に推進し，アイヌの人々の生活水準の向上と一般道民との格差の是正を図って

いる。例えば，進学状況等の格差を克服するため，高等学校及び大学に修学す

る者に対する入学支度金及び修学資金の助成（大学は貸付け）等を行い，進学

を奨励している。 
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２４．政府は，北海道庁が進めている右施策に協力し，これを円滑に推進する

ため，１９７４年政府部内に「北海道ウタリ対策関係省庁連絡会議」（２００２

年に名称を「北海道アイヌ生活向上関連施策関係省庁連絡会議」に変更）を設

置し，関係行政機関の緊密な連携の下に北海道アイヌ生活向上関連施策事業関

係予算の充実に努めている。 

 

２５．アイヌ語については，２０１０年度には，危機の実態の調査研究を，２

０１２年度には，現在行われているアイヌ語に関する取組とその課題について

の調査研究を実施した。この結果，消滅の危機に瀕していることが確認された

ことから，現存する伝統的なアイヌ語の音声資料を広く学習等に利用して継承

に寄与できる環境を整えるために，アーカイブ化を計画し，２０１３年度～２

０１４年度に「アイヌ語の保存・継承に必要なアーカイブ化に関する調査研究」

を実施し，それを踏まえて，２０１５年度からは，伝統的なアイヌ語の音声資

料のデジタル化事業とアーカイブ作成支援事業を行っており，現在も継続中で

ある。同時に，アイヌ語をはじめとした消滅の危機にある言語・方言の国民へ

の周知等を行うための「危機的な状況にある言語・方言サミット」を開催する

とともに，行政担当者や研究者から成る「危機的な状況にある言語・方言に関

する研究協議会」を開催し，地域ごとの取組の情報共有を図っている。 

 

２６．２００８年６月６日，我が国国会においてアイヌ民族に関する決議が全

会一致で採択された。これを受けて，政府は官房長官談話を発出した。政府は

官房長官談話に則って，政策を立案していく。また，政府は官房長官談話を踏

まえて開催した「アイヌ政策のあり方に関する有識者懇談会」における今後の

アイヌ政策の在り方の提言の実現に向けて「アイヌ政策推進会議」で各種検討

を進めている。 

 

（３）アイヌ政策のあり方に関する有識者懇談会 

２７．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１５及び１６参照。 

 

（４）アイヌ政策推進会議 

２８．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１７から２２参照。 

 

（５）アイヌの人々の人権擁護 

２９．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ１３参照。 

 

（６）「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に
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関する法律」に基づく施策 

３０．同法に基づく施策については，第１回・第２回政府報告パラグラフ１９

でも報告しているが，以下のとおり報告する。 

 

３１.政府は，アイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの伝統及びアイヌ文化

（以下「アイヌの伝統等」という。）が置かれている状況にかんがみ，アイヌの

人々の民族としての誇りが尊重される社会の実現等を図ることを目的とする

「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関す

る法律」案を国会に提出した。同法は，１９９７年５月に成立し，同年７月に

施行されたところであり，国，地方公共団体及び指定法人は，同法に基づき，

アイヌに関する総合的かつ実践的な研究，アイヌ語を含むアイヌ文化の振興及

びアイヌの伝統等に関する知識の普及啓発を図るための施策を推進していると

ころである。 

 

３２．例えば小・中学校の社会科の多くの教科書においては，アイヌ民族の伝

統や文化に関する記述がなされている。なお，教科書の中にはアイヌ文化の振

興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律を取り上げ

ているものもある。 

 

３３．その他の言語政策については，Ⅲ.第７条２．（４）（ｂ）参照。 

 

５．沖縄の人々 

３４．最終見解パラ２１に関し，沖縄に住んでいる方々は長い歴史の中で特色

豊かな文化，伝統を受け継がれていると認識しているが，日本政府として「先

住民族」と認識している人々はアイヌの人々以外には存在しない。 

 

３５．沖縄の方々が「先住民族」であるとの認識が日本国内に広く存在すると

は言えず，例えば，２０１５年１２月には，沖縄県豊見城市議会で，「沖縄県民

の殆どが自分自身が先住民族であるとの自己認識を持っておらず」，沖縄の方々

を「先住民族」とした国連の各種委員会の勧告を遺憾であるとして，その撤回

を求める意見書が可決されており，昨年６月には，沖縄県石垣市議会で，「沖縄

の方言には，古い大和言葉が数多く残っており，生活様式も本土となんら変わ

るものではない」ことから，「（沖縄の人々は）先住民族との指摘は当たらない」

として，勧告の撤回を求める意見書が可決されている。 

 

３６．沖縄の方々も等しく日本国民であり，日本国民としての同様の権利を享
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受し，日本国民として同様の救済措置が利用可能である。決議の詳細は，別添

１及び２参照。 

 

６．在日外国人の現状及び人権擁護のための取組 

（１）基本的枠組み 

３７．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ１９及び２０参照。 

 

３８．本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関

する法律（以下「ヘイトスピーチ解消法」という。）については，Ⅲ．第２条１．

参照。 

 

（２）在日外国人の内訳 

３９．２０１５年末現在，在留の資格別にみると，在留外国人数全体の４７.０％

は「特別永住者」及び「永住者」，７．２％が「定住者」，６．３％が「日本人

の配偶者等」となっている。 

 

４０．就労が認められている在留資格の外国人は，１０．７％となっている。

就労が認められている外国人の数は，２０１５年末は２３万８，０４２人で，

前年に比し２万３，７９８人（１１．１％）増加している。 

 

４１．出身地域別にみると，「技術・人文知識・国際業務」の８３.７％，「経営・

管理」の８７.７％はアジア地域出身者が占めている。また，「教育」の６４.５％

は北米地域出身者が，「宗教」の４２.４％はアジア地域出身者，４２.０％は北

米地域出身者が占めている。 

 

（３）在留資格制度 

４２．我が国が，外国人が日本に入国し在留するための基本的な枠組みとして，

在留資格制度をとっていることについては，第１回・第２回政府報告パラグラ

フ２０参照。また，在留管理制度については，第７回・第８回・第９回政府報

告パラグラフ２８参照。 

 

（４）外国人労働者 

４３．我が国の外国人受入れの方針については，第３回・第４回・第５回・第

６回政府報告パラグラフ１７参照。また，高度外国人材の受入れの促進につい

ては，第７回・８回・９回政府報告書パラグラフ３０参照。 
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４４．最終見解パラグラフ１２に関し，以下のとおり報告する。 

 

４５．日本国内で就労可能な在留資格をもって本邦で就労する外国人労働者に

関しては，「外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処する

ための指針」を定め，これら外国人労働者を雇用する事業主に対して，適切な

雇用管理に関する周知・啓発や訪問指導を行っている。 

 

４６．我が国において，技能実習制度は人種差別に該当するとは考えていない。 

 

４７．我が国は，２０１４年６月に閣議決定された「日本再興戦略改訂２０１

４」を踏まえ，外国人の技能実習における技能等の適正な修得等の確保及び技

能実習生の保護を図るため，技能実習を実施する者及び実施を監理する者並び

に技能実習計画についての許可等の制度を設け，これらに関する事務を行う外

国人技能実習機構を設ける等の所要の措置を講ずるため，「外国人の技能実習の

適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案」を２０１５年３月６日，第

１８９回国会に提出し，同法案は２０１６年１１月１８日に成立し，同月２８

日に公布されている。同法においては，技能実習生に対する人権侵害行為等に

ついて，禁止規定を設け違反に対する所要の罰則を規定するとともに，新たに

認可法人として外国人技能実習機構を新設し，実習実施者等への実地検査のほ

か，技能実習生からの相談や申告への対応，技能実習生の転籍の連絡調整等を

行わせることにより，技能実習生の保護等に関する措置を講じることとしてい

る。 

また，２０１７年４月７日には関係政省令を公布し，同法の施行日を２０１

７年１１月１日とする旨並びに技能実習計画の認定，監理団体の許可等に関す

る詳細を定め，技能実習制度の適正化を図っている。 

 

４８．なお，これまでにも制度の適正化の観点から，法務省入国管理局では，

労働基準監督機関と合同での調査を積極的に行うとともに，労働関係法令違反

が疑われる場合には労働基準監督機関に通報する等関係機関と連携しているほ

か，実地調査により，不正行為の事実が認められた場合には，それらの監理団

体や実習実施機関に対して，最長５年間，技能実習生の受入れを停止する等厳

格に対応している。２０１５年には，不適正な受入れを行ったとして，２７３

の実習実施機関等に対し，不正行為を通知し，技能実習生の受入れを停止する

措置を講じているが，これは２０１５年末時点における実習実施機関等の総数

である３万７，２５９機関と比較すると，約０．７％にあたる。 
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４９．日本の調理師養成施設を卒業した外国人については，日本国内で日本料

理の調理業務に従事することを可能とする事業を実施しているが，その認定に

あたっては，受入機関が健全な経営状況であること，労働関係法令等を遵守し

ていること，外国人料理人に日本人と同等以上の報酬を支給すること，調理師

養成施設が受入機関に対し定期的に監査を実施すること等を要件とすることで，

外国人料理人の権利保護を図っている。 

 

５０．経済産業省所掌の製造分野では，海外子会社等従業員の受入事業を行っ

ており，その受入れにあたっては，同一企業グループ内からの受入れに限定し，

受入企業に対し状況把握や定期報告等を義務づけ，不正行為や人権侵害の排除

を図っている。また，不正行為等が認められた場合，経済産業大臣は認定の取

消し等を行うことが可能である。 

 

５１．建設及び造船分野では，当該分野の技能実習修了者を対象とした受入事

業を行っており，その受入れにあたっては優良な監理団体・受入企業に限って

認めるとともに，監督機関による巡回指導等の実施により不正行為や人権侵害

の排除を図っている。 

 

５２．外国人の住居に関する権利については，Ⅲ.第５条５．（２）参照。 

 

（５）不法残留者 

５３．２０１６年１月１日現在の不法残留者数は，６万２，８１８人で，過去

最高であった１９９３年５月１日時点の２９万８，６４６人から比べると２３

万５，８２８人の減少となっているものの，２０１４年１月１日時点において

５万９，０６１人にまで減少した後，２２年ぶりに増加に転じ，２年続けて増

加傾向にある。１９９３年５月１日時点の不法残留者が２０１２年１月１日時

点まで一貫して減少したのは，個人識別情報を活用した厳格な入国審査の実施，

関係機関との密接な連携による出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」と

いう。）違反外国人の摘発の実施，出国命令制度の活用，不法就労防止に関する

積極的な広報の実施など，総合的な対策の効果によるものである。また，２０

１５年に退去強制手続を執った者は１万２，２７２人であり，そのうち不法就

労事実が認められた者は７，９７３人である。これらの不法就労者のうち，就

労期間が「１年以下」の者が４，２８６人で，不法就労者全体の約５４％を占

め，このうち「６月以下」の者は不法就労者全体の約３２％を占めている。依

然として入管法違反者の多数が不法就労に従事しているものの，不法就労期間

は短くなる傾向にある。 
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５４．不法就労者問題は，出入国管理行政の適正な運営を阻害するにとどまら

ず，それらの者の弱みにつけ込んだ中間搾取，強制労働，人身取引等が行われ

るなど犯罪の温床ともなり，不法就労先をあっせんするブローカーが不当に多

額の利益を得る一方で，不法就労者が賃金を搾取されたり，労働災害に遭って

も十分な保障が受けられないなどの人権侵害のケースも指摘されていることか

ら，関係省庁が連携の上，不法就労者の入国・就労に関与しているブローカー，

暴力団関係者，悪質な事業主等の取締りを行っている。なお，２０１５年中に

不法就労助長で退去強制手続を執った件数は１３０件である。 

 

（６）人身取引対策 

５５．最終見解パラ１６に関し，以下のとおり報告する。 

 

５６．我が国では，人身取引は重大な人権侵害であると認識し，２００４年１

２月に策定された「人身取引対策行動計画」（２００９年１２月改定，２０１４

年１２月再改定）に基づき，２０１４年１２月に新たに閣僚級の「人身取引対

策推進会議」を設置するなどして，取組を強力に推進している。その結果，２

０１５年中に日本政府で保護した被害者は５４人である。入国管理局が人身取

引被害者として保護（帰国支援を含む。）の手続を執った外国人は２６人であり，

このうち不法残留等の入管法違反状態にあった被害者１１人について在留特別

許可とした。被害者数は入国管理局が統計を取り始めた２００５年に１１５人

を保護した後大幅に減少し，ここ数年は２０人前後で推移している。 

 

５７．また，入国管理局では，人身取引被害者に接する可能性が高い中堅職員

を対象に，関係府省庁や国際移住機関（ＩＯＭ），ＮＧＯ等から外部講師を招へ

いし，被害者の保護等に関する専門的な研修を実施している。 

 

５８.また，海上保安庁では，毎年実施している実務者研修において，人身取引

の実態や人身取引被害者の保護の重要性等についての講義を実施している。 

 

５９．人身取引事犯の加害者については，２０１５年に検挙された加害者４２

名のうち２６名が起訴され，そのうち，２０１６年２月現在，公判継続中等で

ある者を除く２０名について有罪判決が確定している。 

 

６０．我が国では，２００５年の刑法改正により，人身取引議定書が要請する

全ての人身取引の犯罪化が実現されたものと認識している。 
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６１．警察では，人身取引事犯に関連する情報の収集，組織的な背景の解明を

念頭に置いた捜査，各種法令を多角的に適用したブローカー・雇用主等の検挙

等を進めている。また，初任教養や昇任時教養の中で，人身取引事犯対策につ

いての教養を実施しているほか，専門的技能等の向上に資するため，指導官を

指定し，各種研修等あらゆる機会を通じて，当該指導官による講義等を実施し

ている。 

 

６２．被害者に対しては，保護施策の周知及び在留特別許可等の法的手続に関

する十分な説明を行うとともに，可能な範囲で今後の捜査について説明を行い，

その立場に十分配意した措置に努めている。 

 

６３．なお，２００５年から毎年，人身取引被害者の発見を目的として，警察

等に被害申告するように多言語で呼び掛けるリーフレットを作成し，関係省庁

や在京大使館，ＮＧＯ等に配布するとともに，被害者の目に触れやすい場所に

備え付けている。２０１５年１１月には，９か国語対応のリーフレット２８６，

４５０部を作成・配布した。 

 

６４．他機関等との連携を図るため，２００４年から毎年１回，人身取引事犯

に係るコンタクトポイント会議を開催し，在京大使館，関係省庁，都道府県，

ＮＧＯ，ＩＯＭ等との意見交換・情報交換を行っている。２０１５年は，７月

１７日に開催し，警察における人身取引事犯の検挙事例について協議等した。 

 

６５．このほか，警察では国際刑事警察機構（ＩＣＰＯ）を通じて，人身取引

被害者の送出国の捜査機関との間で情報交換を行っているほか，外国からの要

請に応じ，人身取引事案について積極的に捜査共助を実施している。 

 

６６．労働基準監督機関においては，技能実習生を含む外国人労働者に関して，

労働基準法等の違反の疑いがある事業場に対し監督指導を実施し，重大・悪質

な法違反については，司法処分を含め厳正に対処する。また，２０１４年１０

月に，人身取引事犯への適用法令，具体的適用例等をまとめた「人身取引取締

マニュアル」を労働基準監督機関へ送付し，過去の犯罪事例等の共有を行うと

ともに，捜査等を行うに当たって活用している。 

 

６７．婦人相談所では，各関係機関と連携し，国籍・年齢を問わず，人身取引

被害女性の保護を行い，その宗教的生活や食生活を尊重して衣食住の提供，居
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室や入浴・食事への配慮，夜間警備体制の整備のための警備員の配置を実施す

るなど，その充実を図っている。さらに，被害者が児童（１８歳未満）である

場合には，必要に応じて，児童相談所と連携して必要な保護措置を行っている。 

 

６８．我が国で保護された外国人人身取引被害者については，母国への安全な

帰国及び帰国後の社会復帰支援事業を，ＩＯＭへの拠出を通じ実施している。

事業を開始した２００５年５月以降２０１６年末までに，２９０人の外国人被

害者に対し同支援を提供している。 

 

６９．また，我が国では，人身取引対策が必ずしも十分でない東南アジア諸国

を中心に，国連薬物・犯罪事務所（ＵＮＯＤＣ）を通じ，人身取引事案に携わ

る法執行機関職員に対する研修や，ＪＩＣＡを通じた技術協力など，様々な能

力構築支援を実施している。 

 

７０.また，海上保安庁では，人身取引被害者を含む犯罪被害者に対し，刑事手

続の概要及び捜査状況，被疑者の逮捕・送致状況等，被害者の救済や不安の解

消に資すると認められる事項の通知を行うこととしている。 

 

７１．２０１５年１０月から，法務省の人権擁護機関が実施する調査救済手続

において，人身取引被害者に対し，緊急避難措置として一時的な宿泊施設を提

供する制度を開始した。 

 

（７）教育 

７２．在日外国人の子どもへの教育については，Ⅲ．第５条５．（４）参照。 

 

７．在日韓国・朝鮮人 

（１）歴史的背景及び在留人数 

７３．在日韓国・朝鮮人の歴史的背景については第３回・第４回・第５回・第

６回政府報告パラグラフ２１参照。ただし，在日韓国・朝鮮人が日本に在留す

る外国人全体に占める割合は，２０１５年末時点で１５.４％まで減少してきて

いる。 

 

７４．在日韓国・朝鮮人は，「特別永住者」として日本に在留しており，その数

は，２０１５年末現在，韓国が３１万１，４６３人であり，朝鮮が３万３，２

８１人である（なお，「特別永住者」の総数は，３４万８，６２６人で，韓国・

朝鮮の他，中国が１，２７７人いる。また，これら以外の国籍（出身地）の者
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もいる。韓国を住居地別にみると大阪府が２７．３％，次いで東京都が１２.３％

である。 

 

（２）法的地位 

７５．第１回・第２回政府報告パラグラフ３９参照。 

 

７６．日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に

関する特例法の優遇措置に関しては，第１・２回政府報告パラグラフ４１から

４３，第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ２３並びに第７回・

第８回・第９回政府報告パラグラフ３９及び４０参照。 

 

（３）教育 

７７．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ４１から４５参照。 

 

７８.１９６０年のユネスコの教育における差別待遇の防止に関する条約につ

いては，現時点で締結する具体的な予定はない。なお，教育における差別防止

について，我が国においては，既に教育基本法において，すべて国民はひとし

く，その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず，教育上差

別されないとして教育の機会均等を定めており，これを基本理念として，我が

国は教育施策を進めているところである。我が国に居住する外国人についても，

希望する者については義務教育の機会の保障等日本人と同様の取扱いを行って

いる。 

 

（４）児童・生徒等に対する嫌がらせ等の行為への対応 

７９．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ２６及び第７回・

第８回・第９回政府報告パラグラフ４７参照。なお，同報告パラグラフ２６に

関し，「２００２ 年９月１７日の日朝首脳会談において，北朝鮮側が拉致事件

の事実を正式に認めたこと等から」を「２００２年９月１７日の日朝首脳会談

において，北朝鮮側が拉致事件の事実を正式に認めた後」に改める。 

 

（５）就労 

８０．第１回・第２回政府報告パラグラフ４９及び５０参照。 

 

８１．なお，我が国における外国人の公務員への採用については，公権力の行

使又は公の意思の形成への参画に携わる公務員となるためには日本国籍を必要

とするが，それ以外の公務員となるためには必ずしも日本国籍を必要としない
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ものと解されており，在日韓国・朝鮮人の公務員への採用についてもこの範囲

で行われている。 

 

８．難民 

８２．最終見解パラグラフ２３に関し，以下のとおり報告する。 

 

（１）難民の取扱い 

８３．我が国は，１９８１年の難民の地位に関する条約（以下「難民条約」と

いう。）及び１９８２年の難民の地位に関する議定書（以下「難民議定書」と

いう。）の締結に伴い，従来の出入国管理令を改正して入管法とし，難民認定

制度を新設して１９８２年１月から実施している。また，２００５年５月には，

不法滞在者である難民認定申請中の者の法的地位の安定化を図るため仮滞在を

許可する制度を創設したほか，難民認定手続の公平性，中立性を高める観点か

ら第三者を異議申立ての審査手続に関与させる難民審査参与員制度を創設する

等新しい難民認定制度を含む改正入管法が施行された。さらに，２０１６年４

月の改正入管法の施行により，異議申立てが審査請求に一元化され，難民審査

参与員による審理手続が実施されるようになったほか，難民不認定処分等に加

え，難民認定申請の不作為についても審査請求できるようになった。このよう

に，難民認定申請が行われたときは，難民条約第１条及び難民議定書第１条の

難民の定義に該当するか否かにつき適正な判断を行い，これら条約に規定され

た義務を誠実かつ厳正に履行している。 

 

８４．難民として受け入れた後の待遇については，難民条約に従い，職業，教

育，社会保障，住宅等において各種の保護及び人道的援助が与えられている。

なお，真の難民の迅速かつ確実な庇護を推進するため，法務大臣の私的懇談会

からの提言を踏まえ，①保護対象，認定判断及び手続の明確化，②難民認定行

政に係る体制・基盤の強化，並びに③難民認定制度の濫用・誤用的な申請に対

する適切な対応を内容とする難民認定制度の運用の見直しを行った。具体的な

取組としては，難民と認定した事例等の公表及び判断ポイントの明示，管理者

クラスを対象とする難民認定事務従事者研修を新たに実施するなどした。 

 

８５．なお，我が国においては，本邦にある外国人から難民認定の申請があっ

た場合，難民については条約に基づき確実に難民として認定しており，条約上

の難民には該当しなかった者についても，本国の事情や本邦における在留状況

等を個々に考慮し，庇護を与えるのが適当と認められる場合は，在留を特別に

認め，保護している。また，難民認定申請者の法的地位を早期に安定させるた
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め，標準処理（審査）期間を６か月と設定して迅速処理に当たっているほか，

不服申立てについても，難民審査参与員を増員（５６人から８４人）し，手続

の迅速化を図っている。 

 

８６．難民認定手続に関しても，申請希望者を対象とした案内パンフレットを

１４ヶ国語で作成し，全国の地方入国管理局及びインターネット上で入手可能

としているほか，難民申請に係るインタビューにおいては，原則として申請者

が希望する言語の通訳人を介して行うなど，申請者に配慮した手続に努めてい

る。適切な難民該当性判断のため，国連難民高等弁務官事務所の協力も得つつ，

高度な知識及び調査能力を備えた難民調査官の育成を目的とした研修を実施し

し，その内容の充実を図っているほか，管理者クラスを対象とした難民認定事

務従事者研修を実施している。また，異議申立て及び審査請求に関わる新任難

民審査参与員に対する研修も実施している。 

 

８７．空港において難民該当性を主張する者のうち住居の確保が困難な者につ

いて，法務省から難民を支援する民間団体・ＮＧＯに住居の確保を依頼し，受

入れ可とされた者に対して，一時庇護のための上陸許可又は仮滞在許可をする

措置を実施している。 

 

８８．２０１５年１２月末までの難民認定事務の処理状況は以下のとおり。 

 

申請 ３０，１４５人 
異議申立て（異議

申出） 
１６，５２６人 

審 査

結果 

認定 

不認定 

取下げ等 

５３１人 

２０，３３９人 

１，９７２人 

決定結果 

理由なし 

取下げ等 

１２９人 

７，８７０人 

２，０６２人 

 

８９．我が国に難民認定制度が発足した１９８２年１月から２０１５年１２月

末までに，難民として認定した者は，６６０人（うち１２９人は異議申立手続

における認定者）である。また，難民とは認定しなかったものの，庇護のため

の在留を認めた者が２，４４６人いる。 

 

９０．なお，この難民認定制度は本邦にある外国人からの申請を可能としてい

るが我が国ではこの難民認定制度とは別の制度によりインドシナ三国（ベトナ

ム，ラオス，カンボジア）及びミャンマーから定住難民を受け入れており，そ
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の数は２０１５年１２月末で１万１，４２４人となっている。この定住難民と

して受け入れた者が難民の認定を受けることも可能であり，実際に難民の認定

を受けた者もいる。 

 

９１．１９５４年の無国籍者の地位に関する条約，及び１９６１年の無国籍者

の削減に関する条約への加入については，我が国は無国籍者の発生を防ぐ一定

の配慮をしているほか，国籍を有する他の在留外国人と同様に無国籍者に対し

ても，中長期在留者には「在留カード」を発行していることに加え，無国籍の

ため旅券を取得できない在留外国人に対しては「在留資格証明書」や「再入国

許可書」を発行し，在留許可の事実と内容の明示及び渡航の便宜を図っており，

無国籍者の存在やその地位・権利の保護が大きな問題となったことはなく，条

約締結の国内的ニーズが明らかでないこと等から，これまで同条約締結につい

て積極的な検討は進められてきていない。 

 

（２）インドシナ難民の定住受入れ 

９２．我が国におけるインドシナ難民の定住受入れは，１９７８年より我が国

に一時滞在しているベトナム難民について定住を許可することから始まった。

次いで，１９７９年よりアジア諸国に滞在中のインドシナ難民についても定住

許可の対象とし，その後，２度に亘り定住許可条件が緩和され，インドシナ三

国における政変前に留学生等として日本に滞在していた者や合法出国計画（Ｏ

ＤＰ：Orderly Departure Program）に基づくベトナムからの家族呼び寄せによ

って入国する者についても，定住が許可されることとなった。我が国が定住を

受け入れたインドシナ難民は，１万１，３１９人となっている。 

 

９３．なお，インドシナ三国の政情が安定した等の理由から，インドシナ難民

の受入れは，２００５年１２月末日をもって完了した。 

 

（３）インドシナ難民及び条約難民の定住促進策並びに第三国定住による難民

の受入れ 

９４．政府は，１９７９年の閣議了解によって，インドシナ難民の日本への定

住促進のため，日本語教育，職業訓練，就職あっせんなどを行うことを決定し，

これらの業務を旧財団法人（現公益財団法人）アジア福祉教育財団に委託する

こととした。それを受け，同財団では，難民事業本部を同財団内に設置，引き

続き姫路（兵庫県）定住促進センター（１９９６年３月閉鎖），翌１９８０年に

は大和（神奈川県）定住促進センター（１９９８年３月閉鎖），１９８２年には

大村（長崎県）難民一時レセプション・センター（１９９５年３月閉鎖）を設



19 
 

置した。また，１９８３年には，東京都に国際救援センター（２００６年３月

閉鎖）を開設した。開設以来の実績としては，合計で入所者１万１，５２３人

となっている。 

 

９５．同様に入管法に基づき難民と認定された条約難民についても，２００２

年８月７日の閣議了解に基づき，関係各省庁が各種定住支援措置を講じている。

２００６年４月からは，定住支援施設「ＲＨＱ支援センター」において，日本

語教育，生活ガイダンス，職業相談等の定住支援を行っている。 

 

９６．政府は，国際貢献及び人道支援の観点から，２００８年１２月１６日の

閣議了解等に基づき，２０１０年度から，タイの難民キャンプに滞在するミャ

ンマー難民約３０人（家族単位）を，年に１回のペースで３年連続してパイロ

ットケースとして受け入れる第三国定住事業を開始することとし，２０１２年

３月には，このパイロットケースを２０１３年度以降も２年間継続すること，

キャンプ地の拡大，定住支援の充実等が決定された。また，２０１４年１月２

４日の閣議了解等に基づき，第三国定住事業を継続的に実施することや，マレ

ーシアに滞在するミャンマー難民を対象とすること，タイからは，パイロット

ケースで受け入れた難民の家族呼び寄せを可能にすることなどが決定された。

２０１６年末現在で，パイロットケースと合わせ，３１家族，１２３人のミャ

ンマー難民を受け入れている。 

 

（４）生活状況 

９７．２０００年のインドシナ難民の定住状況調査のアンケート（アジア福祉

教育財団難民事業本部実施）によると，比較的順調に定住が進んでいるといえ

るが，日本語が困難な者の割合は３５％に達する結果も出ているところである。

また，難民事業本部が行ってきた定住支援・生活相談等を通じてインドシナ難

民の定住状況を見ると，来日して以降の年月の経過に伴い，難民１世の高齢化

による問題等が出てきているが，日本社会への定住状況は安定している。 

 

９８．我が国に定住するインドシナ難民を始め，条約難民及び第三国定住難民

の多くは，雇用主，地域社会の理解と支援に支えられて比較的順調に職場や地

域社会に適応していると考えられる一方，定住難民の数が次第に増加していく

中で，中には言語，習慣等の違いから日常生活において様々な問題に直面して

いるケースもみられる。このような状況を踏まえ，現在，政府から本事業を受

託しているアジア福祉教育財団（難民事業本部）では，複雑化・専門化する相

談内容と本人，その家族及び事業主等に対する綿密かつ長期間にわたる相談・
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指導に対応するため，相談員を本部事務所，関西支部及びＲＨＱ支援センター

に配置し，定住支援施設退所後も引き続き生活相談を実施している。また，２

０１２年度からは第三国定住難民の定住先地域に地域定住支援員を配置し，第

三国定住難民が，定住先の地域社会において生活を立ち上げ，定住に至る過程

で必要となる生活支援を行っている。 

 

９９．この他，インドシナ難民，条約難民及び第三国定住難民の円滑な定住に

とって地域住民の理解と協力は不可欠であることから，同財団では，毎年「日

本定住難民とのつどい」を開催し，地域住民との交流による相互理解の増進に

努めている。 

 

１００．さらに難民認定申請者に対しても難民認定申請の結果が判明するまで，

生活費，住居費（一時的な居住施設の提供を含む。）及び医療費の支援を必要

に応じて行っている。 

 

Ⅲ．逐条報告 

第２条 

１．差別の禁止に関する憲法上及び法律上の規定 

１０１．最終見解パラグラフ７及び８に関し，第１回・第２回政府報告パラグ

ラフ５９，６０及び６２でも報告しているが，我が国では以下のとおり人種差

別を規制しており，御指摘の包括差別禁止法が必要であるとの認識には至って

いない。 

 

１０２．国の公の当局による差別の禁止については，憲法が人種等による差別

のない法の下の平等原則を規定し（憲法第１４条第１項），憲法が国の最高法規

であり，その条規に反する法律，命令，詔勅及び国務に関するその他の行為の

全部又は一部は，その効力を有しない旨規定するとともに（第９８条第１項），

公務員の憲法尊重擁護義務を規定することにより（第９９条），国民が国家によ

り人種等を理由に差別されないことを保障している。 

 

１０３.憲法は第９４条において，地方公共団体は，その財産を管理し，事務を

処理し，及び行政を執行する権能を有し，法律の範囲内で条例を制定すること

ができるとしているが，第９９条に定める公務員の憲法尊重擁護義務をはじめ

とする憲法の諸規定は，地方公共団体をも拘束するものである。これを受けて，

地方自治法は，普通地方公共団体は，法令に違反しない限りにおいて条例を制

定できる旨規定するほか（第１４条第１項），法令に違反してその事務を処理し
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てはならない旨規定するとともに（第２条第１５項），右規定に違反して行った

地方公共団体の行為は，これを無効とする旨規定（同第１６項）するとされて

おり，これらの規定により，地方公共団体においても，人種等に基づく差別的

行為が行われないよう法的に保障されている。 

 

１０４.憲法第１４条第１項は，人種等の差別なく法の下の平等原則を定めたも

のであるが，このような考え方等を踏まえ，我が国は，教育，医療，交通等国

民生活に密接な関わり合いを持ち公共性の高い分野については，各分野におけ

る関係法令により広く差別待遇の禁止が規定されているほか，その他各種の分

野につき関係省庁の指導，啓発等の措置を通じて差別の撤廃を図っている。 

 

１０５．いわゆるヘイトスピーチについては，２０１６年６月，ヘイトスピー

チ解消法が施行された。同法律は，本邦外出身者に対する不当な差別的言動は

許されないことを宣言するとともに，更なる人権教育と人権啓発などを通じて，

国民に周知を図り，その理解と協力を得つつ，不当な差別的言動の解消に向け

た取組を推進すべく，制定されたもので（前文），本邦外出身者に対する不当な

差別的言動の解消に向けた取組について，基本理念を定め，及び国等の責務を

明らかにするとともに，基本的施策を定め，これを推進することを目的として

いる（第１条）。 

 

１０６．同法律は，「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」を「専ら本邦の

域外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住す

るものに対する差別的意識を助長し又は誘発する目的で公然とその生命，身体，

自由，名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知し又は本邦外出身者を著しく

侮辱するなど，本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由として，

本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動する不当な差別的言動」と定

義し（第２条），国民は，本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消の必要

性に対する理解を深めるとともに，本邦外出身者に対する不当な差別的言動の

ない社会の実現に寄与するよう努めなければならないものとし（第３条），国及

び地方公共団体に対し，本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向け

た取組に関する責務を定めている（第４条）。 

 

１０７．国及び地方公共団体の基本的施策として，本邦外出身者に対する不当

な差別的言動に関する相談体制の整備（第５条），不当な差別的言動を解消する

ための教育活動，啓発活動の実施（第６条，第７条）が定められている。 
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２．法務省の人権擁護機関の取組 

１０８．法務省の人権擁護機関では，人権侵犯事件調査処理規程，及び人権擁

護委員法等に基づき，人種差別を含む人権侵害につき所要の調査を行い，事案

に応じて適切な措置がとられている。 

 

１０９．最終見解パラグラフ９に関し，政府は，新たな人権救済機関を設置す

るための人権委員会設置法案を，２０１２年１１月，第１８１回国会に提出し

たが，同月の衆議院解散により廃案となった。人権救済制度の在り方について

は，これまでなされてきた議論の状況をも踏まえ，適切に検討しているところ

である。 

なお，従前から，人権擁護に携わる行政機関として法務省に人権擁護局が設

けられており，その下部機関として，法務局人権擁護部（全国８か所），地方

法務局人権擁護課（全国４２か所）及びこれらの支局（全国２６１か所（２０

１６年１０月１日現在））が設けられている。 

また，我が国においては，全国で約１万４０００人の人権擁護委員（法務大

臣が委嘱した民間のボランティア）が，法務省人権擁護局，法務局・地方法務

局と協力して，人権擁護活動を行っている。 

 

３．公務員に対する人権教育・研修 

（１）公務員全般 

１１０．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ６９参照。なお，「第２

フェーズ」を「第３フェーズ」に改める。 

 

１１１．行政官については，人事院が，国家公務員を対象として自ら実施する

各種研修において人権に関するカリキュラムを設けている。また，内閣人事局

においては，「国家公務員の研修に関する基本方針」等を通じ，関係各庁にお

いて人権の尊重等の意識啓発を図る研修を実施することについて示している。 

 

（２）警察職員 

１１２．警察は，犯罪捜査等の人権に関わりの深い職務を行っていることから，

警察職員の職務倫理及び服務に関する規則（２０００年国家公安委員会規則第

１号）において，人権の尊重を大きな柱とする「職務倫理の基本」を定めると

ともに，職務倫理に関する教育を警察における教育の重点項目に掲げ，人権教

育を実施している。 

 

１１３．新たに採用された警察職員や昇任する警察職員に対しては，警察学校
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における憲法，刑事訴訟法等の法学や職務倫理の授業等で人権尊重に関する教

育を実施している。 

 

１１４．犯罪捜査，留置管理，被害者対策等に従事する警察職員に対しては，

各級警察学校における専門教育や警察本部，警察署等の職場における研修等の

あらゆる機会を捉え，被疑者，被留置者，被害者等の人権に配意した適正な職

務執行を期する上で必要な知識・技能等を修得させるための教育を行っている。 

 

（３）検察職員 

１１５．法務省では，検事に対し，その経験年数等に応じて受講する各種研修

において，人種差別撤廃条約を含む国際人権関係条約に関する講義を実施して

いる。例えば，新しく採用された検事に対する研修の中で国際人権関係条約に

関する講義を実施している。 

 

（４）矯正施設職員 

１１６．矯正施設の職員に対して矯正研修所及び同支所で実施している採用年

数や職務に応じた各種研修プログラムにおいては，被収容者の人権の尊重を図

る観点から，憲法及び人権に関する諸条約を踏まえた被収容者の人権に関する

講義や民間プログラムによる実務に即した行動科学的な視点を取り入れた研修

等を実施しているところ，２０１５年度は，５０６科目で延べ１５，６６７人

が受講した。 

 

（５）更生保護官署関係職員 

１１７．更生保護官署関係職員に対しては，新任保護観察官から管理職員等まで，実務

経験や職員の階層に応じた研修を毎年実施しており，同研修において，保護観察対象者

等の人権に関する講義を実施している。 

 

（６）入管職員 

１１８．入管職員に対しては，各種職員研修において，人権関係諸条約等につ

いて講義を実施し，人権に対する意識の一層の向上を図っている。２０１５年

度は１８回の研修において合計６４２人が人権関係の講義を受講した。 

 

（７）裁判官 

１１９．日本政府は，裁判官の研修及び司法修習生の修習をつかさどる司法研

修所においては，裁判官の研修カリキュラムに人権問題に関する講義が設けら

れており，例えば，刑事手続と人権の問題，女性や児童の権利の問題，ＤＶ問
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題，同和問題，外国人の人権の問題，国際人権条約等の国際人権法にかかわる

問題等をテーマとした講義が実施されているものと承知している。また，司法

修習生の修習カリキュラムについても，人権に関する講義等が設けられている

ものと承知している。なお，２０１５年度は，裁判官の研修について，６回の

研修において合計３７５人が人権関係の講義を受講し，司法修習生については，

２回の講義において合計１，７６２人が国際人権法についての講義を受講した

ものと承知している。 

 

（８）裁判官以外の裁判所職員 

１２０．日本政府は，裁判官以外の裁判所職員の研修をつかさどる裁判所職員

総合研修所においては，同職員の研修カリキュラムに基本的人権の保障，ＤＶ

問題等をテーマとした講義が設けられているものと承知している。なお，２０

１５年度は，１８回の研修において合計２，７７４人が人権関係の講義等を受

講したものと承知している。 

 

（９）地方公務員 

１２１．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ７９参照。 

 

（１０）教師 

１２２．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ８０参照。 

 

第３条 

１２３．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ３６及び第７回・

第８回・第９回政府報告パラグラフ８２参照。 

 

第４条 

１．留保 

１２４．最終見解パラグラフ１０に関し，第１回・第２回政府報告パラグラフ

７２から７４でも報告しているが，次の理由により我が国は人種差別撤廃条約

第４条（ａ）及び（ｂ）について留保を付している。 

 

１２５.我が国は，本条約を締結するに当たって，第４条（a）及び（b）に関し

て，次のような留保を付している。 

「日本国は，あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約第４条の（a）及

び（b）の規定の適用に当たり，同条に「世界人権宣言に具現された原則及び次

条に明示的に定める権利に十分な考慮を払って」と規定してあることに留意し，
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日本国憲法の下における集会，結社及び表現の自由その他の権利の保障と抵触

しない限度において，これらの規定に基づく義務を履行する。」 

 

１２６．これは，次の理由によるものである。 

我が国憲法は第２１条第１項において，集会，結社及び言論，出版その他一切

の表現の自由（以下，これらを併せて「表現の自由」という。）を保障してい

る。表現の自由は，個人の人格的尊厳そのものにかかわる人権であるとともに，

国民の政治参加の不可欠の前提をなす権利であり，基本的人権の中でも重要な

人権である。かかる表現の自由の重要性から，我が国憲法上，表現行為等の制

約に当たっては過度に広範な制約は認められず，他人の基本的人権との相互調

整を図る場合であっても，その制約の必要性，合理性が厳しく要求される。特

に最も峻厳な制裁である罰則によって表現行為等を制約する場合には，この原

則はより一層厳格に適用される。また，我が国憲法第３１条は，罪刑法定主義

の一内容として，刑罰法規の規定は，処罰される行為及び刑罰について，でき

るだけ具体的であり，かつ，その意味するところが明瞭でなければならないこ

とを要請している。 

本条約第４条（a）及び（b）は，人種的優越又は憎悪に基づく思想の流布や人

種差別の扇動等を処罰することを締約国に求めているが，我が国では，これら

のうち，憲法と両立する範囲において，一定の行為を処罰することが可能であ

り，その限度において，同条の求める義務を履行している。しかし，同条の定

める概念は，様々な場面における様々な態様の行為を含む非常に広いものが含

まれる可能性があり，それらすべてにつき現行法制を越える刑罰法規をもって

規制することは，上記のとおり，表現の自由その他憲法の規定する保障と抵触

するおそれがある。そこで，我が国としては，世界人権宣言等の認める権利に

留意し，憲法の保障と抵触しない限度において，本条約第４条に規定する義務

を履行することとしたものである。 

 

２．流布，扇動，暴力の処罰化 

１２７．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ３９及び４０参

照。 

 

１２８．最終見解パラグラフ１１に関し，以下のとおり報告する。 

 

１２９．警察は，いわゆるヘイトスピーチに係るデモ等が行われるに際しては，

これまでも違法行為の防止，関係者や周囲の安全の確保を図る観点から，必要

な体制を確保し，厳正・公平な立場に立って，所要の警備を行ってきたほか，
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憎悪及び人種差別の表明，デモ・集会における人種差別的暴力及び憎悪の扇動

について，刑罰法令に触れる場合には，法と証拠に基づき厳正に対処してきた

ところである。また，ヘイトスピーチ解消法の施行を受け，警察庁では，全国

都道府県警察に対し，法の目的等を踏まえた警察活動の推進について指示した

ところであり，警察は，引き続き，適切に対応することとしている。 

 

１３０．起訴の一例として，２００９年１２月，被告人４名が，京都市の京都

朝鮮第一初級学校付近及びその近くの公園において，同校校長らに向かって，

拡声器を用いるなどして，朝鮮学校の排除を扇動する言動を行って喧噪を生じ

させた事件がある。この事件においては，被告人ら４名が，威力業務妨害罪，

侮辱罪等で逮捕・起訴され，いずれも有罪判決を受けている。 

 

１３１．放送においては，放送法の規定により，放送事業者は，国内放送の放

送番組の編集に当たっては，公安及び善良な風俗を害しないこと，政治的に公

平であること，報道は事実を曲げないですること，意見が対立している問題に

ついては，できるだけ多くの角度から論点を明らかにすることとされているほ

か，放送番組の編集の基準（番組基準）を定め，これに従って放送番組の編集

をし，また，放送番組の適正を図るため，放送番組審議機関を設置することと

されている。これらの規定を通じて，各放送事業者は，放送番組が，人種差別

の流布，扇動及び暴力を正当化し，もしくは助長することによって，公安及び

善良な風俗を害することのないよう適切に放送を行うこととなっている。 

 

１３２．ヘイトスピーチ解消法については，Ⅲ．第２条１．参照。 

 

１３３．法務省の人権擁護機関では，ヘイトスピーチ解消法の施行後，全国規

模の反ヘイトスピーチキャンペーンを実施した。例えば，法務省ホームページ

等を活用した同法施行に関する周知広報，同法の外国語訳の情報発信のほか，

全国にポスターを６万枚配布した。いわゆるヘイトスピーチの実施が予想され

る街宣やデモの現場周辺等での啓発活動を行った。また，法務省人権擁護局内

にヘイトスピーチに対応するためのプロジェクトチームを設置し，政府関係機

関及び地方公共団体との協力体制を強化した。さらに，市民社会との連携もこ

れまで以上に積極的に推進した。 

 

３．情報分野における規制等 

１３４．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ８７から９１参照。 
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４．扇動団体の活動の禁止 

１３５．第１回・第２回政府報告パラグラフ８８から９０参照。 

 

５．人種差別的動機の刑法上の取扱い 

１３６．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ９３参照。 

 

６．国内裁判所の関連判決 

１３７．人種差別撤廃条約第４条に関連する人種差別の事例を扱う裁判所の判

決（２０１２年１月から２０１６年１２月）の例については，以下のとおり。 

 

１３８．２０１４年７月８日大阪高等裁判所判決（同年１２月９日最高裁判所

決定により上告棄却・上告不受理） 

いわゆる「在日特権」をなくすことを目的とする団体の行った示威活動等が，

人種差別撤廃条約等の趣旨に照らし，民法７０９条の「他人の権利又は法律上

保護される利益を侵害した」との要件を満たすとして，損害賠償請求等が認め

られた事例。 

 

１３９．２０１６年４月２５日高松高等裁判所判決（同年１１月１日最高裁判

所決定により上告棄却・上告不受理） 

 いわゆる「在日特権」をなくすことを目的とする団体が行った示威活動等が

人種差別撤廃条約第１条に定義する，少数者の「平等の立場での人権及び基本

的自由を認識し，享有し又は行使することを妨げ又は害する目的又は効果を有

するもの」に該当し，違法性の強いものであるとして，民法上の不法行為に基

づく損害賠償請求が認められた事例。 

 

第５条 

１．裁判所の前で平等な取扱いを受ける権利 

１４０．第１回・第２回政府報告パラグラフ９１，９２参照。 

 

２．暴力又は傷害に対する身体の安全及び国家による保護についての権利 

１４１．第１回・第２回政府報告パラグラフ９６，９７，第３回・第４回・第

５回・第６回政府報告パラグラフ４９及び第７回・第８回・第９回政府報告パ

ラグラフ９８参照。なお，同政府報告パラグラフ９８に関し，「厳格な出入国審

査」を「厳格な入国審査」に改める。 
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１４２．最終見解パラ２５に関し，警察は，法律の規定に基づき，公平中立に

職務を執行しており，民族宗教的プロファイリングに該当し得る，外国出身の

イスラム教徒への監視活動を行っているという事実はない。 

 

３．政治的権利 

１４３．第１回・第２回政府報告パラグラフ１０５参照。 

 

１４４．国民主権主義を基本原理の一つとしている我が国憲法は，第１５条第

１項において公務員の選定・罷免は，国民固有の権利であるとし，同条第３項

は成年者による普通選挙を保障すると定めている。また，同法第１４条は人種

等による差別を禁止するとともに，特に国会議員の選挙資格については第４４

条において人種等による差別の禁止を定めており，平等選挙が保障されている。 

 

１４５．公職選挙法は，憲法の精神に則り，満１８歳以上の日本国民は衆議院

議員及び参議院議員の選挙権を有すると規定しており（第９条第１項），国政へ

の選挙権は，人種，民族の差異なくすべての国民に対して与えられている。ま

た，同法は，衆議院議員及び参議院議員については，それぞれ満２５歳，満３

０歳以上の日本国民は被選挙権を有すると規定しており（第１０条第１項），被

選挙権についても，人種，民族の差異なくすべての国民に対して与えられてい

る。 

 

１４６．地方参政権については，公職選挙法及び地方自治法により，引き続き

３箇月以上市町村の区域内に住所を有する満１８歳以上の日本国民は，その属

する地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有するとされている。また，

各都道府県の知事，市町村長については，それぞれ満３０歳，満２５歳以上の

日本国民は被選挙権を有するとされているほか，各地方議会の議員についても，

当該議会議員の選挙権を有する満２５歳以上の日本国民は被選挙権を有すると

されており，右要件の下で人種，民族の差異なく平等に権利が与えられている。 

 

１４７．最終見解パラ１３に関し，以下のとおり報告する。 

 

１４８．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１００でも報告している

が，外国人が家事調停委員に就任できないことについては，公権力の行使又は

国家意思の形成への参画に携わる公務員となるためには日本国籍が必要である

ところ，裁判所の非常勤職員である調停委員は，公権力の行使又は国家意思の

形成への参画に携わる公務員に該当し，その就任には日本国籍が必要であると



29 
 

考えられることから，国籍を理由とした差別的な取扱いには当たらない。 

 

１４９．我が国では，公権力の行使又は公の意思の形成への参画に携わる公務

員となるには日本国籍を必要とするが，それ以外の公務員となるには必ずしも

日本国籍を必要としないものと解されており，外国人の公務員への採用はこの

範囲で行っている。また，国家公務員法第２７条，及び地方公務員法第１３条

には，すべて国民は，この法律の適用について，平等に取り扱われ，人種等に

よって差別されてはならない旨規定されており，その採用にあたっては，人種，

民族等による差別が禁止されている。 

 

４．市民的権利 

（１）移動及び居住の自由の権利 

１５０．第１回・第２回政府報告パラグラフ１０７参照。 

 

（２）出入国の自由の権利 

１５１．第１回・第２回政府報告パラグラフ１０８から１１１及び第７回・第

８回・第９回政府報告パラグラフ１０３参照。 

 

（３）国籍の権利 

１５２．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１０４から１０９参照。 

 

（４）婚姻及び配偶者選択の権利 

１５３．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１６参照。 

 

（５）単独（及び共有）所有権 

１５４．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１７参照。 

 

（６）相続権 

１５５．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１６参照。 

 

（７）思想，良心及び宗教の自由の権利 

１５６．第１回・第２回政府報告パラグラフ１１８及び１１９並びに第７回・

第８回・第９回政府報告パラグラフ１１４参照。 

 

（８）意見及び表現の自由並びに平和的な集会及び結社の自由の権利 

１５７．第１回・第２回政府報告パラグラフ１２０参照。 
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５．経済的，社会的及び文化的権利 

（１）労働に関する権利 

１５８．第３回・第４回・第５回・第６回報告パラグラフ５２参照。なお，同

パラグラフで引用されている第１回・第２回政府報告パラグラフ１２７の「人

種，民族等」の「等」には，ガイドラインにおける国籍，社会的地位，条約の

下に保護されるグループに所属しているか否か等が含まれる。 

 

（２）住居に関する権利 

１５９．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１１８から１２０でも報

告しているが，以下のとおり報告する。 

 

１６０．賃貸住宅における入居者選択の際の平等取扱いに関しては，公的な住

宅等の入居者資格等については，公営住宅法，住宅地区改良法，地方住宅供給

公社法，等において入居者の募集方法，資格，選考につき公正な手続及び要件

を定めている。 

 

１６１．また，民間賃貸住宅に関しては，地方公共団体や関係業者，居住支援

団体等が組織する居住支援協議会が行う外国人を含む住宅確保要配慮者の民間

賃貸住宅への円滑な入居の促進のための取組を支援している。 

 

１６２．入居者選択の際における不当な取扱いに対しては，法務省の人権擁護

機関は関係者に対する啓発等を通じて平等の確保に努めている。 

 

（３）公衆の健康，医療，社会保障，社会的サービスに関する権利 

１６３．第１回・第２回パラグラフ１３２から１３５及び第７回・第８回・第

９回政府報告パラグラフ１２２参照。 

 

１６４．また，２０１４年度における，世帯主が外国人である生活保護世帯に

属する人員数は，７４，３８６人となっている。詳細は別添３を参照。 

 

１６５．最終見解パラ１４に関し，第１回・第２回政府報告パラグラフ１３４

でも報告しているが，国民年金法及び国民健康保険法については，日本国内に

住所を有する者であれば日本人であるか外国人であるかを問わず被保険者とさ

れ，厚生年金保険法及び健康保険法についても適用事業所に使用される者であ

れば日本人・外国人を問わず被保険者とされるので人種，民族等による差別は
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ない。 

 

（４）教育及び訓練に関する権利 

１６６．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１２４から１３２参照。

なお，パラグラフ１２５に関し，「市」の後に「区」を挿入する。また，パラグ

ラフ１２９に関し，「連絡協議会において」の後に「先進的な事例や取組を普及

させるなど」を挿入する。 

 

１６７．後期中等教育段階においても，家庭の教育費負担の軽減のため，２０

１０年４月から公立高校の授業料を無償にするとともに，国立・私立高校等の

生徒に支援金を支給する制度（公立高校授業料無償制・高等学校等就学支援金

制度（Free tuition fee at public high schools / High school enrollment 

support fund system））を開始している。２０１４年には，公立高校について

も生徒に支援金を支給する方式へと変更した。併せて，高所得世帯については

支援の対象外とし，一方で低所得世帯に対する支援を拡充した。 

 

１６８．この制度の対象校に在学し，所得要件を満たしていれば国籍を問わず

制度の対象としている。また，各種学校となっている外国人学校であり，日本

の高等学校の課程に類する課程を置くものとして，a) 大使館を通じて確認でき

るもの，または，b）国際的に実績のある学校評価団体の認証を受けていること

が確認できるもの，を制度の対象と認めている。 

 

１６９．最終見解パラグラフ１９に関し，以下のとおり報告する。 

 

１７０．朝鮮学校を高等学校等就学支援金制度の対象校として不指定処分にし

たことは差別ではないことについて説明する。 

 

１７１．高等学校等就学支援金は，学校が生徒に代わって受領して生徒の授業

料に充てる仕組みとなっていることから，確実に授業料に充てられるために，

学校において就学支援金の管理が適正に行われる体制が整っていることが求め

られる。このため，日本国内にある外国人学校が本制度の対象に適合するかを

審査するための指定基準の規程第１３条において，学校の運営が法令に基づき

適正に行われていることを要件とすることが明確に定められている。具体的に

は，教育基本法，学校教育法，私立学校法等の関係法令の遵守が求められる。 

 

１７２．朝鮮学校への高等学校等就学支援金制度の適用については，朝鮮学校
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が制度の対象となるための基準を満たすかどうかを審査した結果，朝鮮学校は

朝鮮総連と密接な関係にあり，教育内容，人事，財政にその影響が及んでいる

ことなどから，教育基本法第１６条第１項で禁じる「不当な支配」に当たらな

いこと等について十分な確証を得ることができず，「法令に基づく学校の適正な

運営」という上述の本件規程第１３条の指定基準に適合すると認めるに至らな

かったため，不指定処分とした。 

 

１７３．就学支援金の対象とならなくても，何ら外国人学校の自主性を侵害す

るものではない。今後，朝鮮学校が都道府県知事の認可を受けて，学校教育法

第１条に定める高校になるなどすれば現行制度の対象と当然なり得る。なお，

学校教育法第１条に定める高校や既に指定を受けている外国人学校には，現に

多くの在日朝鮮人が学び，本制度による支援を受けており，生徒が在日朝鮮人

であることを理由に対象外としているわけではない。よって，差別や教育を受

ける権利の侵害には当たらない。 

 

１７４．朝鮮籍を含め外国人の子供については，公立の義務教育諸学校につい

て日本人児童生徒と同様に無償で教育を受けることができ，就学の機会の確保

を図っている。したがって，朝鮮学校に対して地方自治体から補助金が出てい

ない場合にも，子供が在日朝鮮人であることを理由に，教育を受ける権利が妨

げられているものではないと考える。 

 

１７５．なお，朝鮮学校に対する地方自治体の補助金については，都道府県や

市町村が，自らの財政状況や，公益上や教育の振興上の必要性を勘案し，各々

の責任と判断に基づき実施しているものと認識しており，国から，地方自治体

それぞれの事情を踏まえずに，直接に地方自治体に対して補助金の再開又は維

持を要請することは，適切でないと考えている。 

 

（５）文化的な活動への平等な参加に関する権利 

１７６．第１回・第２回政府報告パラグラフ１４２参照。 

 

６．公衆の使用を目的とする場所又はサービスを利用する権利 

１７７．最終見解パラグラフ１５に関し，第３回・第４回・第５回・第６回政

府報告パラグラフ５６及び５７でも報告しているが，以下のとおり報告する。 

 

１７８．ホテル，飲食店，喫茶店及び映画館の利用における平等な取扱いにつ

いては，利用者又は消費者の利益を擁護するため，生活衛生関係営業の運営の
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適正化及び振興に関する法律に基づき，生活衛生営業指導センターにおける苦

情処理体制の整備等の措置が講じられている。 

特に，ホテルについては，旅館業法上，宿泊しようとする者が特定の人種・

民族であることのみを理由として宿泊を拒否することは認められていない上，

国際観光ホテル整備法施行規則において，宿泊料金，飲食料金その他の登録ホ

テル・旅館において提供するサービスについて，外客間又は外客とその他の客

との間で不当な差別的取扱いが禁止されている。 

 

１７９．また，運送機関の利用における平等な取扱いについては，鉄道営業法，

鉄道事業法，道路運送法，貨物自動車運送事業法，貨物利用運送事業法，海上

運送法，港湾運送事業法，及び航空法において，それぞれ特定の利用者に対す

る 不当な差別的取扱いが禁止され，また，法律ごとに制度は異なるが，例えば

特定の利用客に対して不当な差別的取扱いをする業者による運賃又は料金の届

出を変更すべきことを命ずる，あるいは運送が公序良俗に反する等以外の場合

には運送を拒絶してはならない等の規定がおかれている。 

 

７．社会的指標に関する情報 

１８０．別添４から１２まで参照。 

 

第６条 

１．司法機関による救済 

１８１．第１回・第２回政府報告パラグラフ１４５から１４９参照。 

 

２．行政機関による救済 

（１）法務省の人権擁護機関の組織 

１８２．人権擁護に携わる行政機関として法務省に人権擁護局が設けられてお

り，その下部機関として，法務局人権擁護部（全国８か所），地方法務局人権擁

護課（全国４２か所）及びこれらの支局（全国２６１か所（２０１６年１０月

１日現在））が設けられている。 

 また，我が国においては，全国で約１万４０００人の人権擁護委員（法務大

臣が委嘱した民間のボランティア）が，法務省人権擁護局，法務局・地方法務

局と協力して，人権擁護活動を行っている。 

 法務省人権擁護局，法務局人権擁護部・地方法務局人権擁護課及びこれらの

支局並びに人権擁護委員を総称して，「法務省の人権擁護機関」と呼ばれている。 

 

（２）法務省の人権擁護機関による人権相談及び人権侵犯事件の調査救済活動 
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１８３．法務省の人権擁護機関は，人種差別行為を含むあらゆる人権侵害行為

を対象として，全国３１１か所（２０１６年１０月１日現在）にある法務局・

地方法務局及びその支局などにおいて，広く人権相談に応じており，その件数

は，２０１５年は２３６，４０３件となっている。人権相談に加えて，法務省

の人権擁護機関では，公正中立な立場から，人権侵犯事件の調査救済活動を行

っている。人権侵犯事件の調査救済活動の概要は次のとおり。 

 

(ａ) 救済手続の開始 

１８４．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１４３参照。 

 

１８５．また，外国人に関する人権問題について，６か国語（英語・中国

語・韓国語・フィリピノ語・ポルトガル語・ベトナム語）に対応した「外

国人のための人権相談所」を全国５０か所の法務局・地方法務局に拡大し

て設置（２０１７年４月）するとともに，外国語に対応した専用電話「外

国語人権相談ダイヤル」（２０１５年に英語及び中国語を設置。２０１７

年４月から前記６か国語に拡大）及び「インターネット人権相談」を新た

に開設（２０１６年３月）し，全国からの人権相談に応じている。 

 

(ｂ) 調査の実施 

１８６．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１４５及び１４６参照。 

 

(ｃ)  救済措置等 

１８７．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１４７から１４８参照。 

 

１８８．人権侵犯事件の受理件数は，２０１５年は２０，９９９件となってい

る。なお，人権擁護機関がこれまでに処理した事案として，以下のような事例

がある。 

(ａ) 不動産仲介業者に，外国人を保証人予定者として不動産賃貸借の仲介を申

し込んだところ，日本人の保証人を追加するよう求められた事例において，法

務省の人権擁護機関が調査を行ったところ，そのような取扱いは資力等保証人

としての適格性を審査することなく，外国人であることのみを理由としたもの

であったと認められたことから，合理的理由を欠く差別的取扱いであるとして，

不動産仲介業者に対し，反省し，今後同様の行為を行うことのないよう説示し

た。（措置：説示） 

(ｂ) ビジネスホテルに宿泊の予約をしようとしたところ，外国人であることを

理由に宿泊を拒否された事例において，法務省の人権擁護機関が調査を行った
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ところ，ホテル側は，不適切な対応があったため被害者に謝罪したいとの意向

を有していることを確認した。そこで，ホテル側と被害者との話し合いの場を

設け，ホテル側が被害者に事情の説明と謝罪を行った上で，今後は，外国人宿

泊客の受け入れ体制を改善したい旨を伝えたところ，被害者もこれに理解を示

した。（措置：調整） 

(ｃ)当時，右派系グループの代表者であったものが，在日朝鮮人らに対し，そ

の排除を煽動し，あるいは殺害をほのめかして怒号し，その生命，身体に危害

を加えかねない気勢を示して畏怖させるとともに，それらの言動の一部を撮影

した動画を複数の動画共有サイトに掲載した事例において，法務省の人権擁護

機関は，前記在日朝鮮人らの人間としての尊厳を傷つけるものであって，人権

擁護上看過することができないとして，前記右派系グループの代表者であった

ものに対し，反省し，今後決して同様の行為を行うことのないよう勧告すると

ともに，複数の動画共有サイトの管理者に対し，その動画の削除を要請した。（処

理結果：勧告，要請） 

 

１８９．外国人に関する人権侵犯及び相談件数の推移に関する統計資料は別添

１３参照。 

 

３．司法アクセスの確保  

１９０．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１５１から１５５参照。 

 

４．犯罪被害者支援 

１９１．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１５６から１５９及び１

６１参照。なお，同政府報告パラグラフ１５６に関し，「再発防止」を「再被害

防止」に改める。 

  

１９２．日本司法支援センター（法テラス）は，上記「３．司法アクセスの確

保」に加え，被害者参加制度により刑事裁判への参加を認められた犯罪被害者

等が経済的に余裕がない場合に，国がその費用を負担して弁護士による援助を

受けられるようにするに際し，その弁護士の候補を指名して裁判所に通知して

いる。また，刑事裁判（公判期日または公判準備）に出席した被害者参加人に

対し，国が被害者参加旅費等を支給するに際し，その送金業務等を行っており．

これらの施策は，犯罪被害者の人種，民族等の差別なく実施されている。 

 

５．民事訴訟における立証責任 

１９３．第７回・第８回・第９回政府報告第パラグラフ１６２参照。 
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６．個人通報制度 

１９４．最終見解パラグラフ３１に関し，第７回・第８回・第９回政府報告パ

ラグラフ１６３及び１６４でも報告しているが，以下のとおり報告する。 

 

１９５．人種差別撤廃条約第１４条の定める個人通報制度については，条約の

実施の効果的な担保を図るとの趣旨から注目すべき制度と認識。 

 

１９６．同制度の受入れに当たって，我が国の司法制度や立法政策との関連で

の問題の有無，及び個人通報制度を受け入れる場合の実施体制等の検討課題に

つき，政府部内で検討を行っている。２０１０年４月には，外務省内に人権条

約履行室を立ち上げた。引き続き，各方面から寄せられる意見も踏まえつつ，

同制度の受入れの是非につき真剣に検討を進めていく。 

 

第７条 

１．教育及び教授 

１９７．最終見解パラグラフ２６に関し，以下のとおり報告する。 

 

（１）人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

１９８．第３回・第４回・第５回・第６回政府報告パラグラフ７７から７９で

も報告しているが，以下のとおり報告する。 

 

１９９．我が国では，２０００年１１月，人権尊重の緊要性に関する認識の高

まり，社会的身分，門地，人種，信条又は性別による不当な差別の発生等の人

権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ，人権教育及び

人権啓発に関する施策の推進について，国，地方公共団体及び国民の責任を明

らかにするとともに，必要な措置を定め，もって人権の擁護に資することを目

的とする「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（以下「人権教育・啓発

推進法」という。）が制定された。 

 

２００．人権教育・啓発推進法は，国に対し，人権教育及び啓発の推進に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，基本的な計画を策定することを

義務付けており，政府は，これに基づき，２００２年３月，「人権教育・啓発に

関する基本計画」を閣議決定して策定した。同基本計画は，人権一般の普遍的

な視点からの取組のほか，各人権課題に対する取組及び人権に関わりの深い特

定の職業に従事する者に対する研修等の問題について検討を加えるとともに，
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人権教育・啓発の総合的かつ計画的な推進のための体制等についてその進むべ

き方向性等を示している。 

 

２０１．また，同基本計画は，アイヌの人々及び外国人などをめぐる人権課題

につき，偏見や差別の解消に向けた取組を積極的に推進することとしており，

これに基づいた取組が実施され，その取組状況は，「人権教育・啓発推進法」第

８条に基づき，毎年，国会に報告されている。 

 

（２）教育制度に関する一般的情報 

２０２．第１回・第２回政府報告パラグラフ１６９及び１７０並びに第７回・

第８回・第９回政府報告パラグラフ１６７でも報告しているが，以下のとおり

報告する。 

 

２０３．学校において児童生徒に基本的人権尊重の精神を正しく身につけさせ

るとともに，異なる人種，民族について理解を深め人種・民族に対する差別や

偏見をなくすことは重要であるとの認識にたち，小学校，中学校，高等学校に

おいては，学校の教育活動の全体を通じて人権尊重に関する内容を指導すると

ともに，諸外国の人々の生活や文化を尊重し，理解を深めるための国際理解教

育の推進を図っている。特に，社会科や道徳などにおいて，児童生徒の発達段

階に即しながら，人権に関する国際法の意義と役割，基本的人権の尊重につい

て指導している。 

 更に，大学又は短期大学においては，その自主的な判断により，様々な人権

に関する講座・科目等が全国で設けられており，人権に関する学生の知識と理

解が深められている。社会教育においては，地域住民の最も身近な学習施設で

ある公民館をはじめとする社会教育施設などにおいて，地域の実情や学習者の

ニーズに応じ，多様で高度な学習機会を提供する事業を実施する市町村に対し

財政的支援を行っており，現代社会の重要な学習課題である人権や国際理解に

関する学級，講座などにおいて多様な学習活動が行われている。 

 

 

 

（３）相互理解に向けた取組 

２０４．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１６８から１７３でも報

告しているが，以下のとおり報告する。 

 

２０５．学校において児童生徒に基本的人権尊重の精神を正しく身につけさせ
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るとともに，異なる人種，民族について理解を深め人種・民族に対する差別や

偏見をなくすことは重要であるとの認識に立ち，学校の教育活動全体を通じた

人権に配慮した教育を行うことを推進することとしている。 

 

２０６．文部科学省においては，学校における人権教育の推進のため，学校・

家庭・地域社会が一体となった総合的な取組や学校における指導方法の改善充

実について実践的な研究を行う「人権教育研究推進事業」を実施しているとこ

ろである。 

 

２０７．また，２００３年から「人権教育の指導方法等に関する調査研究会議」

を開催しており，２００８年３月には「第三次とりまとめ」をとりまとめ，２

００８年及び２００９年においては，三次にわたる「とりまとめ」が教育委員

会・学校の人権教育の充実に向けた取組においてどのように活用されているか

を検証することを目的とした調査を実施し，その分析を行った。 

 

２０８．さらに，２０１０年からは都道府県教育委員会等における人権教育の

担当者を集めた「人権教育担当指導主事連絡協議会」を開催するとともに，２

０１０年～２０１５年にかけて，人権教育の全国的な推進を図るため，人権教

育の実践事例を収集・公表する取組を行った。 

 

（４）教科書に関する情報 

２０９．我が国の教科書については，教科書検定制度が採用されており，学習

指導要領等に基づき，民間が著作・編集した図書について，教科用図書検定調

査審議会の学術的・専門的な審議を経て公正・中立に行われ，合格したものの

使用を認めている。 

 

２１０．なお，例えば中学校社会科の教科書においては，人間の尊重や基本的

人権に関する記述や，アイヌ民族などに関する記述がなされている。 

 

（５）法執行当局職員に対する研修 

２１１．Ⅲ．第２条３．（１）から（６）及び（９）参照。 

 

（６）法務省の人権擁護機関の啓発活動 

２１２．第７回・第８回・第９回パラグラフ１７５から１７８参照。なお，同

政府報告パラグラフ１７８に関し，「２０１１年度」を「２０１５年度」に，「８

９万編」を「９７万編」に改め，「子どもたちがいじめ」の後に「や外国人の人
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権」を加える。 

 

２１３．法務省の人権擁護機関では，いわゆるヘイトスピーチをなくしていく

ためには，社会全体の人権意識を高め，こうした言動が許されないものである

という認識を広く行き渡らせることが重要であるとの認識に基づき，２０１５

年１月から，外国人の人権をテーマとしたこれまでの啓発活動に加え，ヘイト

スピーチに焦点を当てた全国規模での啓発活動を実施している。これまでに，

「ヘイトスピーチ，許さない。」をメインコピーとしたポスター及びリーフレ

ットの作成配布，新聞広告，電子広告，インターネット広告，スポット映像の

制作・配信等を実施した。 

 

２１４．法務省の人権擁護機関では，我が国において，在日韓国・朝鮮人に対

するヘイトスピーチが行われているなどの指摘を踏まえ，今後の人権擁護施策

をより一層充実させていくための基礎資料を収集する目的で，２０１５年８月

から２０１６年３月までの間に，公益財団法人に委託するなどして，いわゆる

ヘイトスピーチに関する実態調査を実施し，その結果を公表した。 

 

２１５．実態調査の結果として，ヘイトスピーチを伴うデモ等を行っていると

指摘されている団体の活動は，未だ相当数あるが，減少傾向にあること，こう

したデモ等においては，一定の政治的主張に基づく発言も認められる一方，特

定の民族等に属する集団を一律に排斥したり，危害を加えたり，殊更に誹謗中

傷したりする内容の発言も認められ，このような発言についても，未だ相当数

あるが，減少傾向にあることが判明した。 

 

２１６．また，ヘイトスピーチの主な対象とされている在日韓国・朝鮮人２０

名からヘイトスピーチを見聞きした際の感情や，ヘイトスピーチが与えた影響

について聴取するなどの聞き取り調査も実施し，その結果についても公表した。 

  

２．文化 

（１）アイヌ文化 

２１７.第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１７９から１８１参照。 

 

（２）国際文化交流 

２１８．第１回・第２回政府報告パラグラフ１７８及び１７９参照。 

 

（３）芸術的分野 
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２１９．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１８３参照。 

 

（４）言語政策 

（ａ）外国人への日本語教育 

２２０．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１８５及び１８６参照。 

 

（ｂ）アイヌ語 

２２１．アイヌ語をアイヌ民族以外に広めるために行っていることとして，２

００９年２月にユネスコが，アイヌ語，八丈語（八丈方言），奄美語（奄美方言）

等を含む国内の八つの言語･方言が消滅の危機にあると発表したことを受けて

実態調査を含む調査研究を行った。この調査研究において，アイヌ語について

は，アイヌ語の特徴，危機の程度，アイヌ語に関する資料，アイヌ語継承の取

組 の状況についてまとめており，文化庁ホームページで，その調査結果を公開

している。さらに，２０１５年度からは，アイヌ語をはじめとした消滅の危機

にある８言語・方言と東日本大震災の被災地方言の危機状況やその価値につい

て国民への周知等を行うため，「危機的な状況にある言語・方言サミット」を開

催するとともに，行政担当者や研究者から成る「危機的な状況にある言語・方

言に関する研究協議会」を開催し，それぞれの状況や課題の情報共有を図って

いる。 

 

２２２.また，国は，法律に基づき，アイヌ文化の振興等を目的とする財団法人

アイヌ文化振興・研究推進機構を指定法人に指定するとともに，当該法人が行

う「アイヌ語ラジオ講座」，「アイヌ語上級講座」，「アイヌ語弁論大会」等の事

業に対する補助を実施している。 

 

３．情報 

（１）条約の目的及び原則の普及 

２２３．人種差別撤廃条約の主な内容については，インターネットを通じた情

報提供を行い，この条約の意義，内容等の普及に努めている。また，政府報告

に対する委員会の最終見解等これまでの政府報告に関連する情報については，

外務省のホームページに掲載することで広く一般に公開している。また，今次

政府報告等についても同様に対応する予定である。 

 

（２）放送事業者の取組の促進 

２２４．第７回・第８回・第９回政府報告パラグラフ１９０及び１９１参照。 

 


